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○森林整備工事に係る競争入札等の参加者の資格及び資格審査に関する要綱 

平成15年５月30日告示第1250号 

改正 

平成16年12月28日告示第2600号 

平成17年３月４日告示第474号 

平成17年４月１日告示第780号 

平成18年８月29日告示第1292号 

平成20年２月１日告示第105号 

平成20年12月９日告示第1709号 

平成22年12月24日告示第1427号 

平成27年１月９日告示第12号 

平成29年１月10日告示第11号 

令和元年６月28日告示第237号 

令和２年７月31日告示第866号 

令和３年１月12日告示第25号 

令和５年１月13日告示第37号 

森林整備工事に係る競争入札等の参加者の資格及び資格審査に関する要綱を次のように定める。 

森林整備工事に係る競争入札等の参加者の資格及び資格審査に関する要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、愛媛県会計規則（昭和45年愛媛県規則第18号）第131条第２項（同規則第145

条において準用する場合を含む。）及び第235条の規定に基づき、県が発注する森林整備工事（造

林及び保育並びにこれらに附帯する工事をいう。以下同じ。）に係る一般競争入札、指名競争入

札又は随意契約の見積り（以下「競争入札等」という。）に参加する者に必要な資格（以下「資

格」という。）及びその審査に関し必要な事項を定めるものとする。 

（資格） 

第２条 競争入札等に参加することができる者は、林業労働力の確保の促進に関する法律（平成８

年法律第45号）第５条第１項の規定により知事の認定を受けた者であって、次に掲げる項目につ

いて知事の審査を受け適格と認められたものとする。 

(１) 事業者（法人にあっては、代表者）及び常時使用する従業員のうち、次の表に掲げる職名

ごとにそれぞれ同表に掲げる要件を満たす者の人数が同表に定める人数以上であること。 
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職名 職務 要件 人数 

１ 現場代

理人 

現場代理人は、工事現

場に常駐し、請負者の代

理人として工事現場の取

締りを行うほか、工事の

施工及び契約に関する事

務（請負代金額の変更、

工期の変更、請負代金の

請求及び受領、請負契約

の解除その他契約におい

て定める事項に係るもの

を除く。）を処理する。 

次の１又は２のいずれかに該当するこ

と。 

１人 

１ 県が実施する林業技術研修の基礎教育

コース又はこれと同程度以上の研修を修

了し、かつ、３年以上森林整備工事の実

務に従事した経験を有すること。 

 

２ ５年以上森林整備工事の実務に従事し

た経験を有すること。 

 

２ 主任技

術者 

主任技術者は、工事現

場における森林整備工事

を適正に実施するため、

当該森林整備工事の施工

計画の作成、工程管理、

品質管理その他技術上の

管理及び当該森林整備工

事の施工に従事する者の

技術上の指導監督を行

う。 

次の１から３までのいずれかに該当し、

かつ、測量士若しくは測量士補の資格又は

５年以上測量関係業務に従事した経験を有

すること。 

１人 

１ 森林法（昭和26年法律第249号）第187

条第３項の林業普及指導員資格試験に合

格したこと若しくは同項の資格を有する

こと又は森林法の一部を改正する法律

（平成16年法律第20号）による改正前の

森林法第187条第５項の林業改良指導員資

格試験に合格したこと。 

 

 ２ 森林法施行令（昭和26年政令第276号）

第９条に規定する学歴を有し、かつ、３

年以上森林整備工事の実務に従事した経

験を有すること。 

 

 ３ 学校教育法（昭和22年法律第26号）に

よる高等学校（中等教育学校の後期課程
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を含む。）において林業に関する正規の

課程を修めて卒業し、県が実施する林業

技術研修の基礎教育コース若しくはこれ

と同程度以上の研修を修了し、又は一級

土木施工管理技士若しくは二級土木施工

管理技士（土木）の資格を有し、かつ、

５年以上森林整備工事の実務に従事した

経験を有すること。 

３ 林業労

働者 

林業労働者は、工事現

場における森林整備工事

の安全かつ適正な施工に

従事する。 

労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）

第59条第３項に規定する特別の教育（労働

安全衛生規則（昭和47年労働省令第32号）

第36条第８号に掲げる伐木等の業務に係る

ものに限る。）及び刈払機取扱作業者に対

する安全衛生教育について（平成12年２月

16日付け労働省労働基準局長通知）に規定

する刈払機取扱作業者に対する安全衛生教

育又はこれらの教育と同程度以上の教育を

受け、かつ、１年以上森林整備工事の実務

に従事した経験を有すること。 

６人 

(２) 知事の審査を申請する日（以下「審査基準日」という。）の直前２年間に行った決算によ

る年間平均完成工事高 

(３) 審査基準日の直前に行った決算（以下「直前決算」という。）における自己資本の額（法

人にあっては資本金額（出資金及び加入金を含む。）に準備金、積立金及び繰越金の額を加え

た額を、個人にあっては次年度に繰り越す純資本の額をいう。） 

(４) 直前決算において保有する機械装置、車両運搬具及び工具又は器具の価格の合計額 

(５) 直前決算における流動比率 

(６) 次条第１項ただし書に規定する別に定める期間の末日の属する年の１月１日の前日までの

営業年数 

２ 前項の規定による審査（以下「資格審査」という。）は、次に掲げる要件の全てを満たす者で
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なければ、受けることができない。 

(１) 県税全税目（国税通則法（昭和37年法律第66号）第46条第１項若しくは第２項の規定によ

る納税の猶予又は地方税法（昭和25年法律第226号）第15条第１項の規定による徴収の猶予（以

下「納税の猶予等」という。）を受けたものを除く。）について未納がないこと。 

(２) 所得税又は法人税並びに特別法人事業税（本県分に限る。以下同じ。）及び地方法人特別

税（本県分に限る。以下同じ。）並びに消費税（これらのうち納税の猶予等を受けたものを除

く。）について未納がないこと。 

(３) 健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による届出、厚生年金保険法（昭和29年

法律第115号）第27条の規定による届出及び雇用保険法（昭和49年法律第116号）第７条の規定

による届出をしていること（これらの規定が適用されない場合を除く。）。 

（資格審査の申請） 

第３条 資格審査を受けようとする者は、随時、競争入札等参加資格審査申請書（様式第１号）を

知事に提出することができる。ただし、別に定める期間内に提出するよう努めるものとする。 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(１) 会社又は法人の登記事項証明書 

(２) 印鑑証明書 

(３) 主要取引金融機関の取引証明書 

(４) 独立行政法人勤労者退職金共済機構の実施する林業退職金共済若しくは中小企業退職金共

済又はこれらと同程度以上の退職金共済の加入証明書 

(５) 次に掲げる財務に関する書類（審査基準日の直前２年間に行った決算に係るものに限る。） 

ア 貸借対照表 

イ 損益計算書 

ウ 株主資本等変動計算書又は剰余金処分案若しくは損失処理案 

(６) 県税（地方消費税を除く。）並びに特別法人事業税及び地方法人特別税（これらのうち納

税の猶予等を受けたものを除く。）について未納がない旨の証明書 

(７) 所得税又は法人税並びに消費税及び地方消費税（これらのうち納税の猶予等を受けたもの

を除く。）について未納がない旨の証明書 

(８) 前２号に規定する税のうち納税の猶予等を受けたものがある者にあっては、当該納税の猶

予等の許可を受けた通知書の写し等 

(９） 前条第２項第３号の要件を満たすことを証する書類 
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（資格の通知等） 

第４条 知事は、資格審査の結果を、当該資格審査を申請した者に通知するものとする。 

２ 知事は、資格審査の結果、資格を有すると認めた者（以下「資格者」という。）を森林整備工

事競争入札等参加者名簿（以下「名簿」という。）に登録するものとする。 

（資格の効力） 

第５条 資格は、平成15年度を初年度とする毎２年度を単位として、当該毎２年度の森林整備工事

に係る競争入札等について効力を有する。 

（変更等の届出） 

第６条 資格者は、次に掲げる事項について変更があったとき、又は事業を休止し、若しくは廃止

したときは、速やかに、競争入札等参加資格審査申請書記載事項変更等届出書（様式第２号）を

知事に提出しなければならない。この場合において、第１号から第３号までに掲げる事項（主た

る事務所又は事業所の電話番号を除く。）について変更があった資格者はその者の登記事項証明

書を、第５号に掲げる事項（実印に限る。）について変更があった資格者は印鑑証明書を添付し

なければならない。 

(１) 商号又は名称 

(２) 主たる事務所又は事業所の所在地又は電話番号 

(３) 法人にあっては、代表者の氏名 

(４) 個人にあっては、その者の氏名 

(５) 使用する印鑑又は実印 

(６) 技術職員の氏名又は法令による免許等 

（補則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、資格審査に関し必要な事項は、知事が定める。 

附 則 

 この要綱は、告示の日から施行する。 

 

前 文（抄）（平成16年12月28日告示第2600号） 

平成17年１月16日から施行する。 

この告示の施行の際現に改正前の森林整備工事に係る競争入札等の参加者の資格及び資格審査に

関する要綱様式第１号の規定により提出されている競争入札等参加資格審査申請書は、改正後の森

林整備工事に係る競争入札等の参加者の資格及び資格審査に関する要綱様式第１号の規定により提
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出された競争入札等参加資格審査申請書とみなす。 

前 文（抄）（平成17年３月４日告示第474号） 

平成17年３月７日から施行する。 

この告示の施行前に交付された不動産登記法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成

16年法律第124号。以下「整備法」という。）第52条の規定による改正前の商業登記法（昭和38年法

律第125号。以下「旧商業登記法」という。）第11条第１項に規定する登記簿の謄本は、改正後の森

林整備工事に係る競争入札等の参加者の資格及び資格審査に関する要綱第３条第２項第１号及び第

６条の規定の適用については、これを登記事項証明書とみなす。整備法第53条第５項の規定により

なおその効力を有することとされる旧商業登記法第11条第１項に規定する登記簿の謄本も、同様と

する。 

前 文（抄）（平成17年４月１日告示第780号） 

告示の日から施行する。 

前 文（抄）（平成18年８月29日告示第1292号） 

平成18年９月１日から施行する。 

前 文（抄）（平成20年２月１日告示第105号） 

告示の日から施行する。ただし、改正後の森林整備工事に係る競争入札等の参加者の資格及び資

格審査に関する要綱第２条第１号の規定は、同日以後に資格審査の申請をする者について適用し、

同日前に資格審査の申請をした者については、なお従前の例による。 

前 文（抄）（平成20年12月９日告示第1709号） 

告示の日から施行する。 

前 文（抄）（平成22年12月24日告示第1427号） 

告示の日から施行する。 

改正後の森林整備工事に係る競争入札等の参加者の資格及び資格審査に関する要綱（以下「改正

後の要綱」という。）の規定は、平成23年度以後の森林整備工事に係る競争入札等に参加する者に

必要な資格及び資格審査について適用し、平成22年度の森林整備工事に係る競争入札等に参加する

者に必要な資格及び資格審査については、なお従前の例による。 

平成23年度及び平成24年度の森林整備工事に係る競争入札等に参加する者に必要な資格及び資格

審査についての改正後の要綱第２条第２項第３号、第３条第２項第６号及び様式第１号の規定の適

用については、改正後の要綱第２条第２項第３号中「実施している」とあるのは「実施し、又は当

該特別徴収の実施を誓約している」と、改正後の要綱第３条第２項第６号及び様式第１号注３(６)
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中「実施を証するスタンプ」とあるのは「実施又は実施の誓約を証するスタンプ」とする。 

前 文（抄）（平成27年１月９日告示第12号） 

告示の日から施行する。 

前 文（抄）（平成29年１月10日告示第11号） 

告示の日から施行する。 

改正後の森林整備工事に係る競争入札等の参加者の資格及び資格審査に関する要綱の規定は、平

成29年度以後の森林整備工事に係る競争入札等に参加する者に必要な資格及び資格審査について適

用し、平成28年度の森林整備工事に係る競争入札等に参加する者に必要な資格及び資格審査につい

ては、なお従前の例による。 

前 文（抄）（令和元年６月28日告示第237号） 

令和元年７月１日から施行する。 

前 文（抄）（令和２年７月31日告示第866号） 

令和２年８月１日から施行する。 

前 文（抄）（令和３年１月12日告示第25号） 

告示の日から施行する。 

前 文（抄）（令和５年１月13日告示第37号） 

告示の日から施行する。 
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様式第１号（第３条関係） 競争入札等参加資格審査申請書 
 ※ 地⽅局名 地⽅局 

年度競争⼊札等参加資格審査申請書 
年  ⽉  ⽇ 

 愛媛県知事     様 
住所（法⼈にあっては、主たる事務所⼜は事業所の所在地） 

申請者  
商号ふ ⼜り はが 名称な   

⽒名ふりがな（法⼈にあっては、代表者の⽒名）        ○印  
     年度における愛媛県の森林整備⼯事に係る競争⼊札等参加資格の審査を受けたいので、次のとおり関係書類を添えて申請し
ます。 
 なお、この申請書及び添付書類の全ての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。 
①申請要件 

  □地⽅⾃治法施⾏令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４（同令第 167 条の 11 第１項において準⽤する場合を含む。）の規定に該
当しない者であること。 

 
  □森林整備⼯事に係る競争⼊札等の参加者の資格及び資格審査に関する要綱（平成 15 年５⽉愛媛県告⽰第 1250 号。以下「要綱」と

いう。）第２条第２項に掲げる要件を全て満たしている者であること。 
②申請事務担当者 
職⽒名  電話  電⼦メールアドレス  

③主たる事業
所  市 町

郡      番地 電話番号（  ）―（  ）―（  ） 経  営  規  模 

④その他の事
業所  県 市 町

  郡    番地 電話番号（  ）―（  ）―（  ） ⑨
資 

本 

⾦ 

額 

法
⼈ 

払込資本 千円 

 県 市 町
  郡    番地 電話番号（  ）―（  ）―（  ） ⾃⼰資本 

千円 

⑤林業事業体
改善計画認
定状況 

第１回
の認定 

第   号 
年 ⽉ ⽇ 

最近の
認 定 

第   号 
年 ⽉ ⽇ 

個
⼈ 

営 業 ⽤ 
純資本額 

千円 

⑥    営      業      の      沿      ⾰ ⑩流動利率 

 （流動資産――――流動負債×100） 

％ 

（千円――千円）×100 年 ⽉ ⽇  

年 ⽉ ⽇  ⑪前期繰越利益 
 （△前期繰越損失） 

千円 
（△   ） 

年 ⽉ ⽇  ⑫当期利益 
 （△当期損失） 

千円 
（△   ） 

年 ⽉ ⽇  ⑬引当⾦＋法定準備⾦＋
任意積⽴⾦の合計額 

千円 

年 ⽉ ⽇  ⑭⽋損の額 千円 
対資本⾦     ％ 

⑦営業年数 創業から  年  ⽉まで 満  年 ⑮森林整備⼯事以外に⾏
っている営業の許可番
号 

 
 

 ⑧営業内容 素 材 
⽣産業 造林業 製材業 ⽊ 材 

流通業 
⼟ ⽊ 
建築業 造園業 その他 

       
⑯森林整備⼯事種類別発注者別完成⼯事⾼ 
  (Ａ) 直前２年度（  年  ⽉から  年  ⽉まで）決算より 

発注者別 
 
 
 
 種類別 

官公署、公団、公社等 ⺠   間 合   計 
⾯積等（ha、ｍ） 完成⼯事⾼(千円) ⾯積等

(ha 、
ｍ) 

完成⼯事⾼(千円) ⾯積等
(ha 、
ｍ) 

完成⼯事⾼(千円) 

国 愛媛
県 市町 その

他 計 元請 下請 計 元請 下請 計 元請 下請 計 

保育 
 
 
(ha) 

下刈り      

   

 

   

 

   

つる切り        

除伐        

本数調整伐        

造林 
(ha) 

地ごしらえ        

植栽        

簡易
施設
(ｍ) 

作業歩道        

⽊柵        

⼟留⼯        

その
他 

        

        

年   計                 
他の業者に対する
下請契約額                 
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  (Ｂ) 直前１年度（  年  ⽉から  年  ⽉まで）決算より 

発注者別 
 
 
 
 種類別 

官公署、公団、公社等 ⺠   間 合   計 
⾯積等（ha、ｍ） 完成⼯事⾼(千円) ⾯積等

(ha 、
ｍ) 

完成⼯事⾼(千円) ⾯積等
(ha 、
ｍ) 

完成⼯事⾼(千円) 

国 愛媛
県 市町 その

他 計 元請 下請 計 元請 下請 計 元請 下請 計 

保育 
(ha) 

下刈り                 

つる切り                 

除伐                 

本数調整伐                 

造林 
(ha) 

地ごしらえ                 

植栽                 

簡易
施設
(ｍ) 

作業歩道                 

⽊柵                 

⼟留⼯                 

その
他 

                 

                 

年   計                 
他の業者に対する
下請契約額                 
⑰主要保有機械器具 ○22 法⼈役員、事業主、職員及び常⽤労務者数 

機種 規格 能⼒ ⾃⼰保有数 借⽤数 ⼯種 
 職種 森林整備⼯事  計 

     

     経営業務管理責任者 ⼈ ⼈ ⼈ 

     

役 

職 

員 

現場代理⼈ ⼈ ⼈ ⼈ 

     主任技術者 ⼈ ⼈ ⼈ 

     林業労働者 ⼈ ⼈ ⼈ 

     その他 ⼈ ⼈ ⼈ 

     計 ⼈ ⼈ ⼈ 
⑱労働福祉の状況 ○23 経営業務管理責任者の略歴 

雇⽤保険加⼊状況 加⼊・適⽤除外 
⽒名 年

齢 

最終学校学科名 
（卒業年⽉⽇） 

法令による免許等 
(名称・取得年⽇) 

経験年⽉⽇ 
（  年３⽉
末現在） 

健康保険加⼊状況 加⼊・適⽤除外 
       年 ⽉ 

厚⽣年⾦保険加⼊状況 加⼊・適⽤除外 
       年 ⽉ 

       年 ⽉ 

退職⾦共
済組合加
⼊状況 

加⼊して
いない。 

加⼊して
いる。 

契約番号 （ ）―（ ）        年 ⽉ 

契約成⽴
⽇ 年 ⽉ ⽇ 

       年 ⽉ 

       年 ⽉ 

⼿帳交付 
（冊数） 有（ 冊）・無 

       年 ⽉ 

       年 ⽉ 
⑲労働災害発⽣状況 ○24 技術職員の略歴 

 
  



10/11 

区分 
年度別 

災害発⽣件数 

⽒名 年
齢 

最終学校学科名 
（卒業年⽉⽇） 

法令による免許等 
(名称・取得年⽇) 

経験年⽉⽇ 
（  年３⽉
末現在） 

死亡事故 休業４⽇以上の災害 

年度 件 件 

年度 件 件        年 ⽉ 

年度 件 件        年 ⽉ 
⑳主要取引⾦融機関名        年 ⽉ 

       年 ⽉ 

 普通 当座        年 ⽉ 

 普通 当座        年 ⽉ 

 普通 当座        年 ⽉ 

 普通 当座        年 ⽉ 

 普通 当座        年 ⽉ 

 普通 当座        年 ⽉ 
○21 ⼊札、⾒積り、契約及び契約に基づく⾏為に使⽤する印鑑 ○25 過去３箇年間における最⾼⼯事の経歴 

使 ⽤ 印 実  印 
種 別 ⼯事名 発注者 請負⾦額 着⼯年⽉⽇ 

完成年⽉⽇ 

  森林 
整備 
⼯事 

愛媛県   
千円  年 ⽉ ⽇ 

 年 ⽉ ⽇ 

他官公
庁   

千円  年 ⽉ ⽇ 

 年 ⽉ ⽇ 

⺠ 間   
千円  年 ⽉ ⽇ 

 年 ⽉ ⽇ 
 
 注１ ※印の欄は、記⼊しないこと。 
  ２ □のある欄は、該当する□の中にレ印を付すこと。 
  ３ ○23 及び○24 の欄は、経営業務管理責任者⼜は技術職員が要綱第２条第１項第１号の表に掲げる要

件を満たすことについて詳記すること。 
  ４ 次に掲げる書類を添付すること。 
   (１) 会社⼜は法⼈の登記事項証明書 
   (２) 印鑑証明書 
   (３) 主要取引⾦融機関の取引証明書 
   (４) 独⽴⾏政法⼈勤労者退職⾦共済機構の実施する林業退職⾦共済若しくは中⼩企業退職⾦共済

⼜はこれらと同程度以上の退職⾦共済の加⼊証明書 
   (５) 次に掲げる財務に関する書類（審査基準⽇の直前２年間に⾏った決算に係るものに限る。） 
    ア 貸借対照表 
    イ 損益計算書 
    ウ 株主資本等変動計算書⼜は剰余⾦処分案若しくは損失処理案 
   (６) 県税（地⽅消費税を除く。）並びに特別法⼈事業税及び地⽅法⼈特別税（これらのうち国税通

則法（昭和 37 年法律第 66 号）第 46 条第１項若しくは第２項の規定による納税の猶予⼜は地
⽅税法（昭和 25 年法律第 226 号）第 15 条第１項の規定による徴収の猶予（以下「納税の猶予
等」という。）を受けたものを除く。）について未納がない旨の証明書について未納がない旨の
証明書 

   (７) 所得税⼜は法⼈税並びに消費税及び地⽅消費税（これらのうち納税の猶予等を受けたものを
除く。）について未納がない旨の証明書 

   (８)  (６)及び(７)に規定する税のうち納税の猶予等を受けたものがある者にあっては、当該納税の猶
予等の許可を受けた通知書の写し等 

(９)  要綱第２条第２項第３号の要件を満たすことを証する書類 
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様式第２号（第６条関係） 競争入札等参加資格審査申請書記載事項変更等届出書 

 

競争入札等参加資格審査申請書記載事項変更等届出書 

 

 

年  月  日  

 

 

 愛媛県知事     様 

 

 

住所（法人にあっては、主たる       

事務所又は事業所の所在地）        

届出者  商号又は名称               
ふりがな

氏名（法人にあっては、代表者    ○印  

の氏名）                 

変更、休止又は

廃止の別 
□変更   □休止   □廃止 

変更 

内容 

変更前  

変更後  

変更（休止又は

廃止）年月日 
年  月  日 

変更（休止又は

廃止）の理由 
 

注１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

  ２ □のある欄は、該当する□の中にレ印を付すこと。 

  ３ 変更の理由が確認できる書類を添付すること。 

 


